
     ④  業種別 （単位：件、千円）

所 得

金 額

発 電 用 固 定 資 産 割

発 電 所 接 続 電 線 路 割

総 固 定 資 産 割

事 務 所 数 割 15,978 524

従 業 者 数 割 299 299 316,093 11,207

2 2 X X

事 務 所 数 割 X X

従 業 者 数 割 1 1 X X

事 務 所 数 割

従 業 者 数 割

資本金1億円以上の法人 91 91 16,286,759 1,491,291

資本金1億円未満の法人 2,781 2,804 45,084,875 4,076,999

事 務 所 数 割 4,373,145 266,103

従 業 者 数 割 3,848 3,870 18,616,801 1,284,332

事 務 所 数 割 2,672,757 178,727

従 業 者 数 割 1,025 1,030 7,484,333 605,941

事 務 所 数 割 16,276,899 1,225,468

従 業 者 数 割 6,514 6,568 39,651,748 3,560,935

事 務 所 数 割 694,493 128,908

従 業 者 数 割 295 301 3,088,261 281,203

事 務 所 数 割 1,659,678 768,865

従 業 者 数 割 2,076 2,081 7,863,794 805,573

事 務 所 数 割 8,882,756 705,663

従 業 者 数 割 4,973 5,009 23,258,286 2,217,257

事 務 所 数 割 4,207,096 275,638

従 業 者 数 割 1,425 1,433 6,342,971 514,489

23,330 23,489 235,912,523 20,010,953

(注)  １  令和6年度において調定した普通法人のうち法第72条の2第1項第1号ロに掲げる法人（清算法人を除く。）

          について作成した。

          法第72条の2第1項第2号、第3号又は第4号に掲げる事業を兼業している法人は、同項第1号に掲げる

          事業分のみを計上した。

      ２  「法人数」欄は、6か月の事業年度の法人については2事業年度をもって1納税義務者とし、

        「事業年度数」欄は、6か月等の区分にかかわらずそれぞれ事業年度ごとに1件とした。

          なお、欠損法人についても同様に計上した。

      ３  電気供給業を行う分割法人に係る法人数は次のとおり記載した。

        「発電用固定資産割」及び「総固定資産割」に分割される法人：「発電用固定資産割」に法人数を

          記載

        「発電所接続電線路割」及び「総固定資産割」に分割される法人：「発電所接続電線路割」に法人

          数を記載

        「総固定資産割」のみに分割される法人：「総固定資産割」に法人数を記載

        「事務所数割」及び「従業者数割」もしくは「従業者数割」のみに分割される法人：「従業者数割」

          に法人数を記載

事業税額

倉庫業を主たる事業とする法人

区　　　　分 法人数
事  業
年度数

所

得

課

税

分

（

外
形
対
象
法
人
分
を
除
く
）

合　　　計

卸売･小売業､飲
食店業を主たる
事業とする法人

その他の金融・
保険業を主たる
事業とする法人

不動産業を主た
る事業とする法
人

サービス業を主
たる事業とする
法人

上記以外の事業
を主たる事業と
する法人

証券業を主たる
事業とする法人

製造業を主たる
事業とする法人

建設業を主たる
事業とする法人

運輸・通信業を
主たる事業とす
る法人

電気供給業を主
たる事業とする
法人

ガス供給業を主たる事業とする法人

鉄道事業・軌道事業

銀行業を主たる
事業とする法人


